　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
別記様式第１号

      　       　　　　　　指定管理者の指定申請書

                                                            　年　　月　　日

   　　山 形 県 知 事    殿

                                    申請者

所在地

                                    名　称

                                    代表者氏名                　　　　　

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 　山形県公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第２条の規定により、下記の公の施設に係る指定管理者の指定を受けたいので申請します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　　　公の施設の名称　　　山形県国際交流センター

 法人等の概要　 　                           様式１
	整理番号
	
	 ※整理番号は事務局で記入します。


	１
	法人等の概要

	


※１　用紙が不足する場合は、継続用紙または別紙を付けてください。

※２　必要に応じて説明資料を添付してください。

様式２
共同企業体申請構成表
令和　　年　　月　　日
	代表団体
	団　体　名
	

	
	所　在　地
	〒

	
	代表者役職・氏名
	

	
	主に担当する業務
	

	構成団体Ａ
	団　体　名
	

	
	所　在　地
	〒

	
	代表者役職・氏名
	

	
	主に担当する業務
	

	構成団体Ｂ
	団　体　名
	

	
	所　在　地
	〒

	
	代表者役職・氏名
	

	
	主に担当する業務
	


 事業計画書　　                             様式３
	整理番号
	
	 ※整理番号は事務局で記入します。


	２
	施設の管理運営に関する基本方針

	・県民の国際交流・国際協力活動支援の拠点としての運営方針、効率的な管理の考え方等について記載してください。

・開館時間、休館日、臨時開館及び休館に関する基本的な考え方等について記載してください。




※１　用紙が不足する場合は、継続用紙または別紙を付けてください。

※２　必要に応じて説明資料を添付してください。

事業計画書                 　　        様式４－１

	整理番号
	
	 ※整理番号は事務局で記入します。


	３
	基礎的事項 

	① センターの魅力向上、利用者サービス向上についての考え方

　

② 利用者ニーズの把握、広報計画、苦情対応等の計画

③ 情報公開への取組み（考え方、現状、今後の予定）

④ 個人情報保護への取組み（考え方、現状、今後の予定）

⑤ 労働関係法令の遵守について（取組み状況）
※労働基準監督署又は所管官庁の指導事例があれば、その改善状況を記載してください。



※１　用紙が不足する場合は、継続用紙または別紙を付けてください。

※２　必要に応じて説明資料を添付してください
事業計画書   　　                      様式４－２

	整理番号
	
	 ※整理番号は事務局で記入します。


	３
	基礎的事項 

	⑥　防犯・防災・事故対応等危機管理への取組み（考え方、現状、今後の予定）

⑦ 人材育成・職員研修への取組み（考え方、現状、今後の予定）

⑧ センターの平等利用を図るための取組み（考え方、現状、今後の予定）

⑨　環境への配慮のための取組み（考え方、現状、今後の予定）


※１　用紙が不足する場合は、継続用紙または別紙を付けてください。

※２　必要に応じて説明資料を添付してください

事業計画書               　　          様式５－１

	整理番号
	
	 ※整理番号は事務局で記入します。


	４
	事業企画書

	項目名
	

	※「山形県国際交流センター管理運営業務仕様書」の「Ⅱ　１　施設の運営に関する業務」に記載した項目（(１)～(４)）

毎に別葉とし、表面に事業実施の考え方・提案内容（運営方針、運営計画、利用促進策等）を、裏面に事業計画を記

載してください。

（事業実施の考え方・提案内容）


※１　用紙が不足する場合は、継続用紙または別紙を付けてください。

※２　必要に応じて説明資料を添付してください。

様式５－２

	項目名
	

	年度
	事　業　計　画
	 経　費(千円)

	令和８年度

(2026年度)


	
	

	令和９年度

(2027年度)


	
	

	令和10年度

(2028年度)


	
	

	令和11年度

(2029年度)


	
	

	令和12年度

(2030年度)


	
	


※　経費に人件費は含みません。

事業計画書  　　                       様式６－１

	整理番号
	
	 ※整理番号は事務局で記入します。


	５
	自主事業計画

	① 自主事業の内容

 （法人等における指定管理業務以外の事業計画について記載してください。）


※１　用紙が不足する場合は、継続用紙または別紙を付けてください。

※２　必要に応じて説明資料を添付してください。

事業計画書         　                  様式６－２

	整理番号
	
	 ※整理番号は事務局で記入します。


	５
	自主事業計画

	② 収支計画

	年度
	支　出
	収　入

	令和８年度

(2026年度)


	（内容）


	（金額；千円単位）
	（内容）
	（金額；千円単位）

	令和９年度

(2027年度)


	
	
	
	

	令和10年度

(2028年度)


	
	
	
	

	令和11年度

(2029年度)


	
	
	
	

	令和12年度

(2030年度)


	
	
	
	

	総　計


	
	


事業計画書     　　　　                    様式７
	整理番号
	
	※整理番号は事務局で記入します。


	６
	施設管理計画

	※「山形県国際交流センター管理運営業務仕様書」の「Ⅱ　２ 施設等の維持管理に関する業務」に掲げられた項目毎に、実施計画を記載してください。

① 施設等の管理に関する業務

② 環境維持管理に関する業務




※１　用紙が不足する場合は、継続用紙または別紙を付けてください。

※２　必要に応じて説明資料を添付してください。

事業計画書     　                      様式８－１

	整理番号
	
	 ※整理番号は事務局で記入します。


	７
	人員配置計画 

	①組織体制

（センターに関する人員体制を組織図等により説明してください。）

［管理責任者(センター長相当職)を明示してください。］


※１　用紙が不足する場合は、継続用紙または別紙を付けてください。

※２　必要に応じて説明資料を添付してください。

※３　年度により人員に変更がある場合は、年度別に作成してください。

事業計画書      　                     様式８－２

	整理番号
	
	 ※整理番号は事務局で記入します。


	７
	人員配置計画 

	② 年度別人員配置計画

	年度
	人員配置計画
	特記事項

	令和８年度

(2026年度)


	［○○担当　常勤○名、日々雇用・パート○名というように記載　してください。］
	

	
	
	

	令和９年度

(2027年度)


	
	

	令和10年度

(2028年度)


	
	

	令和11年度

(2029年度)


	
	

	令和12年度

(2030年度)


	
	


事業計画書                             様式８－３

	整理番号
	
	  ※整理番号は事務局で記入します。


	７
	人員配置計画 

	③ 相当の知識及び経験を有する職員の配置計画

「施設管理」「施設運営」「国際交流・協力活動」「相談」「語学」「財務経理」等、センターの管理運営及び

事業実施に必要な知識・経験が対象となります。

	No
	知識・経験の内容及び資格、経歴等
	従事予定業務
	在職・採用見込

	
	
	
	在職・採用見込

	
	
	
	在職・採用見込

	
	
	
	在職・採用見込

	
	
	
	在職・採用見込

	
	
	
	在職・採用見込

	
	
	
	在職・採用見込

	
	
	
	在職・採用見込

	
	
	
	在職・採用見込

	
	
	
	在職・採用見込

	
	
	
	在職・採用見込

	
	
	
	在職・採用見込

	
	
	
	在職・採用見込

	
	
	
	在職・採用見込

	
	
	
	在職・採用見込

	計　　　名


※１　個人の氏名は記載しないでください。

※２　在職・採用見込はどちらかに○を付けてください。

※３　用紙が不足する場合は、継続用紙または別紙を付けてください。

※４　必要に応じて説明資料を添付してください。

事業計画書  　　                       様式８－４

	整理番号
	
	 ※整理番号は事務局で記入します。


	７
	人員配置計画 

	④管理責任者(センター長相当職)予定者

	管理責任者予定者の氏名
	

	予定者の法人等での役職
	

	経　　　　　　歴

	

	施設運営に関する経歴 （具体的に記載）

	


収支計画書（消費税課税事業者の場合）※税込様式も併せて作成　　　様式９－１
	整理番号
	
	 ※整理番号は事務局で記入します。




収支計画書（その他の事業者の場合）　　　　　　　　様式９－２

	整理番号
	
	 ※整理番号は事務局で記入します。




（参考様式）

	「人件費」内訳書

	（１）職員数内訳　　　　（常勤職員　　　名、非常勤職員等（アルバイト等）　　　名）
（２）給与　　　　　　　計　　　　　　千円
　　ア　常勤職員　　　　　　　　　　　　小計　　　　　千円
　　　　　給与　　　　　単価（月額）×　名×　　　か月＝　　　　千円
　　　　　ボーナス等　　年額　　　　　千円
　　イ　非常勤職員等（アルバイト等）　　小計　　　　　千円
　　　　　非常勤職員等　単価（月額）×　名×　　　か月＝　　　　千円
　　　　　ボーナス等　　年額　　　　　千円
（３）法定福利費　　　　計　　　　　　千円
　　ア　常勤職員　　　　　　小計　　　　千円
　　イ　非常勤職員　　　　　小計　　　　千円
（４）各種手当等　　　　計　　　　　　千円
　　ア　常勤職員　　　　　　小計　　　　千円
　　イ　非常勤職員　　　　　小計　　　　千円
（５）その他　　　　　　計　　　　　　千円



（※）欄が不足する場合は、別紙を追加してください。
様式10
山形国際交流センター指定管理者の申請者に
必要な資格を満たしていることの申立書
令和　年　月　日

山 形 県 知 事  殿

　　　　　　　　　　　　　　　  　　申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申請者が下記に該当していることを申し立てます。

記
山形県国際交流センター指定管理者募集要項４（３）①　申請者に必要な資格

　　次に掲げる要件を全て満たす法人その他の団体（以下「法人等」という。）であること。

　　　ア　県内に主たる事務所（本店）を有すること。

イ　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４（同条を準用する場合を含む。）の規定により、本県における一般競争入札又は指名競争入札の参加を制限されていないこと。

ウ　山形県から指名停止措置を受けていないこと。

エ　国税及び地方税を滞納していないこと。

　オ　会社更生法（平成14年法律第154号）又は民事再生法（平成11年法律第225号）の規定に基づく更生又は再生手続を行っていないこと。
　　　カ　次のいずれにも該当しないこと（地方自治法施行令第167条の４第１項第３号に規定する者に該当する者を除く。）。

・　法人等の代表者等（法人の場合は法人の役員（非常勤役員を含む。）、支配人及び営業所の代表者、団体の場合は理事等法人の場合と同様の責任を有する者を含む。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）であること。
・　暴力団員等がその事業活動を支配していること。
・　暴力団員等をその業務に従事させ、又はその業務の補助者として使用するおそれがある        こと。
キ　県の公の施設の指定管理者又は指定管理者であった者のうち重大な協定違反をした者については、県が当該協定違反の事実を知った時以後最初に行われる本件施設の指定管理者の募集に対する申請でないこと。

ク　地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第11項の規定による指定の取消し（合併、分割等による法人格の変更等により再度指定の手続きが行われたことに伴う指定の取消しを除く。）を受けた日から２年を経過しない者でないこと。
ケ　共同企業体が申請する場合は、当該共同企業体の全ての構成員がアからクまでの要件を全て満たすほか、次に掲げる要件を全て満たすものであること。

　・　共同企業体の適当な名称を設定し、及び代表となる法人等を選定すること。

　・　当該共同企業体の構成員が、他の共同企業体の構成員として又は単独で申請していないこと。

様式11
労働関係法令の遵守に関する誓約書
令和　年　月　日

山 形 県 知 事  殿
　　　　　　　　　　　　　　　  　　申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申請者が下記に該当していることを誓約します。

記
　労働基準法、労働者災害補償保険法、最低賃金法、労働安全衛生法、雇用保険法その他の労働に関する法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていないこと。
様式12
現地説明会の参加申込書

令和　年　月　日

山形県みらい企画創造部
多文化共生・国際交流推進課長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　山形県国際交流センターの指定管理者にかかる現地説明会の参加について次のとおり申込みします。

１　参加者

	氏　名
	役　職
	連絡先

	
	
	

	
	
	

	
	
	


２　連絡先等 

担当者職・氏名 

電話番号 

ＦＡＸ番号 

メールアドレス
収支計画書（積算内訳）





収　　入（消費税抜き）


（単位：千円）�
�
区　　分�
（参考）


前年度実績�
内　　訳�
８年度�
９年度�
10年度�
11年度�
12年度�
�
指定管理料�
�
�
�
�
�
�
�
�
利用料収入�
�
�
�
�
�
�
�
�
その他�
�
�
�
�
�
�
�
�
収入計�
�
�
�
�
�
�
�
�
支　　出（消費税抜き）


（単位：千円）�
�
区　　分�
（参考）


前年度実績�
内　　訳�
８年度�
９年度�
10年度�
11年度�
12年度�
�
人件費（詳細は別紙）�
�
�
人件費�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
小　　計�
�
�
�
�
�
�
�
�
運営費�
�
�
光熱水費�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
燃料費�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
通信費�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
旅費・交通費�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
修繕費�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
消耗品費�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
備品費�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
賃借料�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
保険料�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
委託料�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
広報費�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
事務用品費�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
会議費�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
租税公課�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
小　　計�
�
�
�
�
�
�
�
�
支出計�
�
�
�
�
�
�
�
�
消 費 税


（単位：千円）�
�
区　　分�
（参考）


前年度実績�
８年度�
９年度�
10年度�
11年度�
12年度�
�
仮受消費税�
�
�
�
�
�
�
�
仮払消費税�
�
�
�
�
�
�
�



※１　人件費(給与､各種手当､法定福利費､アルバイト賃金等)については､施設の実態に応じて､内訳を別紙で作成してください。


※２　過去の実績を参考に、施設の状況も確認いただき、記載してください。なお、募集要項「県と指定管理者のリスク分担」リスク分担表に記載のとおり、原則として３０万円未満の修繕は、指定管理者が負担することとしていますので、ご留意ください。


※３　業務の一部を委託する場合は、別紙で業務予定委託一覧表（任意様式）を作成してください。


※４　欄が不足する場合は、別紙を追加してください。











収支計画書（積算内訳）





収　　入（消費税込み）


（単位：千円）�
�
区　　分�
（参考）


前年度実績�
内　　訳�
８年度�
９年度�
10年度�
11年度�
12年度�
�
指定管理料�
�
�
�
�
�
�
�
�
利用料収入�
�
�
�
�
�
�
�
�
その他�
�
�
�
�
�
�
�
�
収入計�
�
�
�
�
�
�
�
�



支　　出（消費税込み）


（単位：千円）�
�
区　　分�
（参考）


前年度実績�
内　　訳�
８年度�
９年度�
10年度�
11年度�
12年度�
�
人件費（詳細は別紙）�
�
�
人件費�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
小　　計�
�
�
�
�
�
�
�
�
運営費�
�
�
光熱水費�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
燃料費�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
通信費�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
旅費・交通費�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
修繕費�
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消耗品費�
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備品費�
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賃借料�
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保険料�
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委託料�
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広報費�
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事務用品費�
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�
会議費�
�
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�
租税公課�
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�
消費税�
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�
小　　計�
�
�
�
�
�
�
�
�
支出計�
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